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(57)【要約】
開示の発明は、潤滑粘度の少なくとも１種のオイル；少なくとも１種の清浄剤（この清浄
剤は、機能性流体の約０．０１５から約１重量％の範囲の濃度に等しい量の金属を、機能
性流体にもたらし、この清浄剤は、約０．３から約２の範囲の全塩基価に等しい量の塩基
性を、機能性流体にもたらす）；および、少なくとも１種の摩擦調整剤（この摩擦調整剤
は、極性基または原子（例えば、窒素原子）に結び付いた少なくとも２つのヒドロカルビ
ル基を含む）を含む機能性流体に関する。



(2) JP 2010-513695 A 2010.4.30

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１種の潤滑粘度のオイル；
　少なくとも１種の清浄剤であって、該清浄剤は、機能性流体の約０．０１５から約１重
量％の範囲の濃度に等しい量の金属を、該機能性流体にもたらし、該清浄剤は、約０．３
から約２の範囲の全塩基価に等しい量の塩基性を、該機能性流体にもたらす、清浄剤；な
らびに
　少なくとも１種の摩擦調整剤
を含む、機能性流体であって、該摩擦調整剤が、極性基または原子に結び付いた少なくと
も２つのヒドロカルビル基を含み、該摩擦調整剤が、（ａ）少なくとも１種のカルボン酸
または等価物と少なくとも１種のアミノアルコールとの反応生成物、（ｂ）少なくとも１
種のカルボン酸または等価物と少なくとも１種のポリアミンとの反応生成物、（ｃ）次式
　Ｒ１Ｒ２Ｎ－Ｃ（Ｘ）Ｒ３

によって表されるアミドまたはチオアミド（式中、ＸはＯまたはＳであり、Ｒ１およびＲ
２はそれぞれ独立にヒドロカルビル基であり、Ｒ３は、ヒドロキシアルキル基、またはア
シル化剤と該ヒドロキシアルキル基の、そのヒドロキシル基を通じての縮合によって生成
する基である）、（ｄ）２つのヒドロカルビル基と、ポリヒドロキシル含有アルキル基ま
たはポリヒドロキシル含有アルコキシアルキル基とを含む少なくとも１種の第３級アミン
、あるいは（ｅ）（ａ）、（ｂ）、（ｃ）および（ｄ）の２つ以上の混合物である、機能
性流体。
【請求項２】
　前記潤滑粘度のオイルが、少なくとも１種の天然油、少なくとも１種の合成油、または
これらの２種以上の混合物を含む、請求項１に記載の機能性流体。
【請求項３】
　前記潤滑粘度のオイルが少なくとも１種の鉱油を含む、請求項１または請求項２に記載
の機能性流体。
【請求項４】
　前記清浄剤が、少なくとも１種のアルカリおよび／またはアルカリ土類金属の少なくと
も１種の中性または過塩基性の塩を含む、請求項１～３のいずれか一項に記載の機能性流
体。
【請求項５】
　前記塩が、１つまたは複数の、スルホナート、カルボキシラート、フェナート、サリシ
ラート、またはこれらの２種以上の混合物である、請求項４に記載の機能性流体。
【請求項６】
　前記清浄剤が少なくとも１種の過塩基性カルシウムスルホナートを含む、請求項１～５
のいずれか一項に記載の機能性流体。
【請求項７】
　前記極性基または原子が窒素原子を含み、前記２つのヒドロカルビル基が合計で少なく
とも約８個の炭素原子を含む、請求項１～６のいずれか一項に記載の機能性流体。
【請求項８】
　前記摩擦調整剤が、イソステアリン酸とトリスヒドロキシメチルアミノメタンの縮合生
成物を含む、請求項１～７のいずれか一項に記載の機能性流体。
【請求項９】
　前記摩擦調整剤が、ヒドロキシ酸とジ－ココアルキルアミンの縮合生成物を含む、請求
項１～８のいずれか一項に記載の機能性流体。
【請求項１０】
　前記摩擦調整剤が、３－クロロプロパン－１，２－ジオールとジ－ココアルキルアミン
の反応生成物を含む、請求項１～９のいずれか一項に記載の機能性流体。
【請求項１１】
　少なくとも１種のカルボン酸分散剤、アミン分散剤、マンニッヒ分散剤、後処理された
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分散剤、またはこれらの２種以上の混合物をさらに含む、請求項１～１０のいずれか一項
に記載の機能性流体。
【請求項１２】
　前記カルボン酸分散剤が、少なくとも１種のスクシンイミド分散剤を含む、請求項１１
に記載の機能性流体。
【請求項１３】
　前記スクシンイミド分散剤がホウ素を含む、請求項１２に記載の機能性流体。
【請求項１４】
　１種または複数の粘度調整剤および／または分散剤粘度調整剤をさらに含む、請求項１
～１３のいずれか一項に記載の機能性流体。
【請求項１５】
　前記分散剤粘度調整剤が窒素含有メタクリラートポリマーを含む、請求項１４に記載の
機能性流体。
【請求項１６】
　窒素含有メタクリラートポリマーが、少なくとも１種のアルキルメタクリラートおよび
ジメチルアミノプロピルメタクリルアミドから誘導される、請求項１５に記載の機能性流
体。
【請求項１７】
　少なくとも１種の補助摩擦調整剤をさらに含み、該補助摩擦調整剤が、１つまたは複数
の、（ｉ）脂肪ホスファイト、（ｉｉ）脂肪酸アミド、（ｉｉｉ）脂肪エポキシド、（ｉ
ｖ）ボラート化脂肪エポキシド、（ｖ）脂肪アミン、（ｖｉ）グリセロールエステル、（
ｖｉｉ）ボラート化グリセロールエステル、（ｖｉｉｉ）アルコキシ化脂肪アミン、（ｉ
ｘ）ボラート化アルコキシ化脂肪アミン、（ｘ）脂肪酸の金属塩、（ｘｉ）硫化オレフィ
ン、（ｘｉｉ）脂肪イミダゾリン、（ｘｉｉｉ）カルボン酸とポリアルキレン－ポリアミ
ンの縮合生成物、（ｘｉｖ）アルキルサリシラートの金属塩、（ｘｖ）アルキルリン酸の
アミン塩、またはこれらの２種以上の混合物を含む、請求項１～１６のいずれか一項に記
載の機能性流体。
【請求項１８】
　１つまたは複数の、亜リン酸、亜リン酸塩、亜リン酸エステル、これらの１つまたは複
数の誘導体、またはこれらの２種以上の混合物をさらに含む、請求項１～１７のいずれか
一項に記載の機能性流体。
【請求項１９】
　少なくとも１種の分散剤、粘度調整剤、分散剤粘度調整剤、摩擦安定化剤、リン調節剤
、耐摩耗剤、補助摩擦調整剤、酸化防止剤、腐食抑制剤、シール膨潤剤、流動点降下剤、
染料、流動化剤、臭気マスキング剤、起泡抑制剤および／または希釈油をさらに含む、請
求項１～１８のいずれか一項に記載の機能性流体。
【請求項２０】
　少なくとも１種の潤滑粘度のオイル；
　少なくとも１種の過塩基性カルシウムスルホナート清浄剤であって、該清浄剤は、自動
変速機流体の約０．０１５から約１重量％の範囲の濃度に等しい量のカルシウムを、該自
動変速機流体にもたらし、該清浄剤は、約０．３から約２の範囲の全塩基価に等しい量の
塩基性を、該自動変速機流体にもたらす、清浄剤；ならびに
　少なくとも１種の摩擦調整剤
を含む、自動変速機流体であって、該摩擦調整剤が、（ａ）イソステアリン酸とトリスヒ
ドロキシメチルアミノメタンの縮合生成物、（ｂ）少なくとも１種のアルキルもしくはア
ルケニルコハク酸または無水物と、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テ
トラエチレンペンタミン、またはこれらの２種以上の混合物との反応生成物、（ｃ）ヒド
ロキシ酸とジ－ココアルキルアミンの縮合生成物、（ｄ）３－クロロプロパン－１，２－
ジオールとジ－ココアルキルアミンの反応生成物、あるいは（ｅ）（ａ）、（ｂ）、（ｃ
）および（ｄ）の２つ以上の混合物を含む、自動変速機流体。
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【請求項２１】
　機能性流体の製造に使用される濃縮物であって、該濃縮物は、
　少なくとも１種の潤滑粘度のオイル；
　少なくとも１種の清浄剤であって、該清浄剤は、該機能性流体の約０．０１５から約１
重量％の範囲の濃度に等しい量の金属を、該機能性流体にもたらすのに十分な濃度で該濃
縮物中に存在し、該清浄剤は、約０．３から約２の範囲の全塩基価に等しい量の塩基性を
、該機能性流体にもたらすのに十分な濃度で該濃縮物中に存在する、清浄剤；ならびに
　少なくとも１種の摩擦調整剤
を含み、該摩擦調整剤は、極性基または原子に結び付いた少なくとも２つのヒドロカルビ
ル基を含み、摩擦調整剤が、（ａ）少なくとも１種のカルボン酸または等価物と少なくと
も１種のアミノアルコールとの反応生成物、（ｂ）少なくとも１種のカルボン酸または等
価物と少なくとも１種のポリアミンとの反応生成物、（ｃ）次式
　Ｒ１Ｒ２Ｎ－Ｃ（Ｘ）Ｒ３

によって表されるアミドまたはチオアミド（式中、ＸはＯまたはＳであり、Ｒ１およびＲ
２はそれぞれ独立にヒドロカルビル基であり、Ｒ３は、ヒドロキシアルキル基、またはア
シル化剤と該ヒドロキシアルキル基の、そのヒドロキシル基を通じての縮合によって生成
する基である）、（ｄ）２つのヒドロカルビル基と、ポリヒドロキシル含有アルキル基ま
たはポリヒドロキシル含有アルコキシアルキル基とを含む少なくとも１種の第３級アミン
、あるいは（ｅ）（ａ）、（ｂ）、（ｃ）および（ｄ）の２つ以上の混合物である、濃縮
物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この出願は、米国特許法§１１９（ｅ）の下、２００６年１２月１８日に出願された、
米国仮出願第６０／８７０，４２５号の優先権を主張する。この先の出願の開示は、参考
として本明細書に援用される。
【０００２】
　開示の発明は機能性流体に関する。
【背景技術】
【０００３】
　自動変速機流体（ＡＴＦ）、トラクション流体、無段変速機流体（ＣＶＴ）用流体、デ
ュアルクラッチ自動変速機流体、農業用トラクター流体、手動変速機流体、ハイブリッド
車変速機用流体、ギアオイルなどとして使用される機能性流体は知られている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　自動変速機市場では、重さを減らし、変速容量を増そうとする要求によって動かされる
工学上の速い変化がある。これは、結果的に、適正に性能を発揮する自動変速機流体の配
合における２つの競合する課題を生じた。第１に、クラッチ保持容量の向上のために大き
な静摩擦係数を示す自動変速機流体を提供するという問題がある。同時に、μ／ｖ（摩擦
係数　対　滑り速度）曲線における正の勾配特性の保持を改善する自動変速機流体を提供
するという競合する課題がある。開示の発明は、これらの課題への解決策を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　開示の発明は、少なくとも１種の潤滑粘度のオイル；少なくとも１種の清浄剤（この清
浄剤は、機能性流体の約０．０１５から約１重量％の範囲の濃度に等しい量の金属を、機
能性流体にもたらし、この清浄剤は、約０．３から約２の範囲の全塩基価に等しい量の塩
基性を、機能性流体にもたらす）；および少なくとも１種の摩擦調整剤を含む機能性流体
に関し、摩擦調整剤は、極性基または原子（例えば、窒素原子）に結び付いた少なくとも
２つのヒドロカルビル基を含み、摩擦調整剤は、（ａ）少なくとも１種のカルボン酸また
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は等価物と少なくとも１種のアミノアルコールとの反応生成物、（ｂ）少なくとも１種の
カルボン酸または等価物と少なくとも１種のポリアミンとの反応生成物、（ｃ）次式
　Ｒ１Ｒ２Ｎ－Ｃ（Ｘ）Ｒ３

によって表されるアミドまたはチオアミド（式中、ＸはＯまたはＳであり、Ｒ１およびＲ
２はそれぞれ独立に少なくとも約６個の炭素原子を有するヒドロカルビル基であり、Ｒ３

は、１から約６個の炭素原子のヒドロキシアルキル基、またはアシル化剤と該ヒドロキシ
アルキル基の、そのヒドロキシル基を通じての縮合によって生成する基である）、（ｄ）
２つのヒドロカルビル基と、ポリヒドロキシル含有アルキル基またはポリヒドロキシル含
有アルコキシアルキル基とを含む少なくとも１種の第３級アミン、あるいは（ｅ）（ａ）
、（ｂ）、（ｃ）および（ｄ）の２つ以上の混合物である。本発明は、前記機能性流体の
製造に使用される濃縮物に関する。
【０００６】
　機能性流体は、１つまたは複数の、分散剤、粘度調整剤、分散剤粘度調整剤、摩擦安定
化剤、耐摩耗剤、リン調節剤、補助摩擦調整剤、抗酸化剤、腐食抑制剤、シール膨潤剤（
ｓｅａｌ　ｓｗｅｌｌ　ａｇｅｎｔ）、流動点降下剤、染料、流動化剤、臭気マスキング
剤、起泡抑制剤（ｆｏａｍ　ｉｎｈｉｂｉｔｏｒ）、希釈油、またはこれらのいずれかの
２種以上の混合物をさらに含み得る。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】実施例の配合ＣおよびＤに対するフォード耐シャダー（Ａｎｔｉ－Ｓｈｕｄｄｅ
ｒ）耐久性試験の結果を示すグラフである。
【図２】実施例の配合ＣおよびＤに対するフォード３０Ｋ摩擦耐久性試験の結果を示すグ
ラフである。
【図３】実施例の配合Ｃに対するＧＭ低速クラッチおよびトルク容量試験の結果を示すグ
ラフである。
【図４】実施例の配合Ｄに対するＧＭ低速クラッチおよびトルク容量試験の結果を示すグ
ラフである。
【図５】実施例の配合Ｃに対するＧＭ低速クラッチおよびトルク容量試験の結果を示すグ
ラフである。
【図６】実施例の配合Ｄに対するＧＭ低速クラッチおよびトルク容量試験の結果を示すグ
ラフである。
【図７】実施例の配合Ｃに対するＧＭ低速クラッチおよびトルク容量試験の結果を示すグ
ラフである。
【図８】実施例の配合Ｄに対するＧＭ低速クラッチおよびトルク容量試験の結果を示すグ
ラフである。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本明細書では、「機能性流体」という用語は、自動変速機流体（ＡＴＦ）、トラクショ
ン流体、無段変速機流体（ＣＶＴ）用流体、デュアルクラッチ自動変速機流体、農業用ト
ラクター流体、手動変速機流体、ハイブリッド車変速機用流体、ギアオイル、エンジンオ
イルまたは潤滑油などを表すのに使用される。一実施形態において、機能性流体はＡＦＴ
である。一実施形態において、機能性流体はＣＶＴである。
【０００９】
　「過塩基性（ｏｖｅｒｂａｓｅｄ）」という用語は、金属塩および／または金属錯体を
含む、よく知られた金属含有組成物類を包括する技術用語である。これらの組成物はまた
、「塩基性」、「超塩基性（ｓｕｐｅｒｂａｓｅｄ）」、「多過塩基性（ｈｙｐｅｒｂａ
ｓｅｄ）」、「高金属含有塩（ｈｉｇｈ－ｍｅｔａｌ　ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ　ｓａｌｔ
）」などとも呼ばれることもある。過塩基性金属組成物は、金属（例えば、カルシウム）
と、その金属と反応する特定の酸性有機化合物（例えば、スルホン酸）との化学量論に従
って存在すると推定される含量を上回る金属含量によって特徴付けられる有機液体組成物
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の状態にあり得る。こうして、例えば、スルホン酸が塩基性金属化合物（例えば、酸化カ
ルシウム）により中和される場合、生成する「中性」または「正（ｎｏｒｍａｌ）」金属
塩は、各１当量の酸に対して１当量のカルシウムを含むであろう。他方、過塩基性金属組
成物は、化学量論的な量を超える金属を含むであろう。例えば、スルホン酸はカルシウム
塩基と反応させることができ、得られる過塩基性カルシウムスルホナートは、酸を中和す
るのに必要とされるカルシウムを上回る量のカルシウムを、例えば、中性塩に存在する約
１．１５倍のカルシウム、すなわち約０．１５当量上回るカルシウムを含み得る。
【００１０】
　本明細書では、「金属比」という用語は、過塩基性組成物（例えば、過塩基性カルシウ
ムスルホナート）中の金属（すなわち、カルシウム）の全化学当量と、対応する中性塩中
の金属の化学当量との比を示すために使用され得る。したがって、例えば、中性カルシウ
ムスルホナートの金属比は１：１であり、前記の金属が０．１５当量過剰の過塩基性カル
シウムスルホナートの金属比は１．１５：１である。
【００１１】
　本明細書では、「ＴＢＮ」という用語は、全塩基価を表すために使用され得る。全塩基
価は、試料１グラム当たりのＫＯＨのミリグラムとして表した、物質の塩基性の全てまた
は一部を中和するために要する酸（過塩素酸または塩酸）の量である。開示の技術に従う
清浄剤によって機能性流体にもたらされる全塩基価すなわちＴＢＮは、他の成分もまた、
機能性流体に塩基性（またはＴＢＮ）をもたらし得るので、全機能性流体に対するＴＢＮ
を表すことも、表さないこともある。
【００１２】
　分子の残部に結び付いた基を表す時には、「ヒドロカルビル」という用語は、純粋に炭
化水素の、または優越的に炭化水素の特徴を有する基を表し得る。これらの基には以下が
含まれる。
【００１３】
　（１）純粋に炭化水素の基；すなわち、脂肪族、脂環式、芳香族、脂肪族－および脂環
式－置換芳香族、芳香族－置換脂肪族および脂環式基など、さらには、環が分子の別の部
分を介して完成されている環状基（すなわち、任意の２つの指定された置換基は、一緒に
、脂環式基を形成し得る）。例には、メチル、オクチル、シクロヘキシル、フェニルなど
が含まれる。
【００１４】
　（２）置換された炭化水素基；すなわち、その基の優越的に炭化水素の特性を変えない
非炭化水素置換基を含む基。例には、ヒドロキシル、ニトロ、シアノ、アルコキシ、アシ
ルなどが含まれる。
【００１５】
　（３）ヘテロ基；すなわち、特徴は優越的に炭化水素であるが、本来は炭素原子からな
る鎖または環に炭素以外の原子を含む基。例には、窒素、酸素および硫黄が含まれる。
【００１６】
　一般的に、約３個以下の、一実施形態では１個の、置換基またはヘテロ原子が、ヒドロ
カルビル基の１０個の炭素原子ごとに存在し得る。
【００１７】
　「低級」という用語は、ヒドロカルビル、アルキル、アルケニル、アルコキシなどのよ
うな用語に関連して本明細書において使用される場合、合計で７個までの炭素原子を含む
このような基を表し得る。
【００１８】
　「油溶性」という用語は、鉱油に、２５℃で少なくとも約５０百万分率（ｐｐｍ）の程
度まで溶ける物質を表し得る。
【００１９】
　潤滑粘度のオイルは、１種または複数の天然油、１種または複数の合成油、あるいはこ
れらの２種以上の混合物を含み得る。完全に配合された機能性流体では、潤滑粘度のオイ
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ルは、主要な量（例えば、約５０重量％を超える量）で存在し得る。通常、潤滑粘度のオ
イルは、機能性流体の少なくとも約７５重量％の濃度で、一実施形態では、機能性流体の
約７５重量％から約９５％の範囲の濃度で存在し得る。濃縮物では、潤滑粘度のオイルは
、例えば、約１０から約５０重量％、一実施形態では約１０から約３０重量％のより低濃
度で、または少量で存在し得る。
【００２０】
　使用され得る天然油には、動物油および植物油、さらには潤滑鉱油が含まれ得る。鉱油
には、パラフィン、ナフテン、もしくはパラフィン／－ナフテン混合型の液体石油オイル
および溶媒処理または酸処理潤滑鉱油が含まれ得る。これらは、水素化分解および水素化
仕上げプロセスによってさら精製され得る。
【００２１】
　合成潤滑油には、炭化水素油、およびハロ置換炭化水素油、例えば、ポリマー化および
インターポリマー化（ｉｎｔｅｒｐｏｌｙｍｅｒｉｚｅｄ）オレフィン（ポリアルファオ
レフィンとしても知られている）；ポリフェニル；アルキル化ジフェニルエーテル；アル
キル－またはジアルキルベンゼン；アルキル化ジフェニルジフェニルスルフィド；ならび
にこれらの誘導体、類似体および同族体が含まれ得る。アルキレンオキシドポリマーおよ
びインターポリマーとこれらの誘導体もまた含まれ得る（これらにおいて、末端ヒドロキ
シル基はエステル化またはエーテル化によって変性されていてもよい）。ジカルボン酸と
様々なアルコールとのエステル、あるいはＣ５からＣ１２のモノカルボン酸とポリオール
またはポリオールエーテルとから製造されるエステルもまた含まれ得る。他の合成油には
、シリコン系オイル、リン含有酸の液体エステル、およびテトラヒドロフランポリマーが
含まれ得る。合成油は、フィッシャー－トロプシュ反応によって製造でき、合成油には通
常、水素異性化フィッシャー－トロプシュ炭化水素および／またはワックスが含まれ得る
。
【００２２】
　未精製、精製および再精製油は、天然であれ合成であれ、使用され得る。未精製油は、
天然または合成の供給源からさらなる精製処理なしに直接得られるものである。精製油は
、１つまたは複数の性質を改善するために、１つまたは複数の精製ステップでさらに処理
されている。それらは、例えば、水素化でき、酸化に対する安定性の向上したオイルが得
られる。再精製油は、すでに役立てるために使用されていた精製油に適用される、精製油
を得るために用いられたプロセスに類似のプロセスによって得られる。再精製油はまた、
再生油または再処理油としても知られていることがあり、しばしば、使い古された添加剤
およびオイル分解生成物の除去に向けられた技術によってさらに処理されている。
【００２３】
　潤滑粘度のオイルは、合成油を含めて、ＡＰＩによるグループＩＩ、グループＩＩＩ、
グループＩＶ、またはグループＶのオイル、あるいはこれらの混合物であり得る。これら
は、ＡＰＩ　Ｂａｓｅ　Ｏｉｌ　Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅａｂｉｌｉｔｙ　Ｇｕｉｄｅｌ
ｉｎｅｓによって確立された分類である。グループＩＩおよびグループＩＩＩの両方のオ
イルは、＜０．０３パーセントの硫黄、および＞９９パーセントの飽和分を含む。グルー
プＩＩのオイルは、８０から１２０の粘度指数を有し、グループＩＩＩのオイルは、＞１
２０の粘度指数を有する。ポリアルファオレフィンは、グループＩＶとして分類されてい
る。オイルはまた、スラック（ｓｌａｃｋ）ワックスまたはフィッシャー－トロプシュ合
成ワックスのようなワックスの水素異性化から誘導されるオイルでもあり得る。グループ
Ｖは、「他の全て」（グループＩを除いて、グループＩは、＞０．０３％のＳおよび／ま
たは＜９０％の飽和分を含み、８０から１２０の粘度指数を有する）を包含する。
【００２４】
　一実施形態において、潤滑粘度のオイルの少なくとも約５０重量％は、１種または複数
のポリアルファオレフィン（ＰＡＯ）を含み得る。ポリアルファオレフィンは、約４から
約３０個の炭素原子、一実施形態では約４から約２０個、一実施形態では約６から約１６
個を有するモノマーから誘導され得る。有用なＰＡＯの例には、１－デセンから誘導され
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るものが含まれ得る。これらのＰＡＯは、１００℃で、約１．５から約１５０ｍｍ２／ｓ
（ｃＳｔ）の範囲の粘度を有し得る。これらのＰＡＯは水素化された材料を含み得る。
【００２５】
　潤滑粘度のオイルは、単一粘度域を有するオイルを含み得る、またはそれは、高粘度お
よび低粘度域オイルの混合物を含み得る。一実施形態において、オイルは、約１から約１
０ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）の範囲、一実施形態では約１から約８ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）の範
囲、一実施形態では約２から約１０ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）の範囲、また一実施形態では約
２から約８ｍｍ２／ｓ（ｃＳｔ）の範囲の１００℃での動粘性率を示し得る。全体として
の機能性流体は、１００℃での粘度が、約１から約２０ｍｍ２／ｓの範囲、一実施形態で
は約１から約１５ｍｍ２／ｓの範囲、一実施形態では約１から約１０ｍｍ２／ｓの範囲、
一実施形態では約１．５から約２０ｍｍ２／ｓの範囲、一実施形態では約１．５から約１
５ｍｍ２／ｓの範囲、また一実施形態では約１．５から約１０ｍｍ２／ｓの範囲にあるよ
うに、オイルおよび他の成分を用いて配合され得る。－４０℃でのブルックフィールド粘
度（ＡＳＴＭ－Ｄ－２９８３）は、約２０または約１５Ｐａ－ｓ（２０，０００ｃＰまた
は１５，０００ｃＰ）まで、一実施形態では約１０Ｐａ－ｓまで、また一実施形態では約
５Ｐａ－ｓまでの範囲にあり得る。
【００２６】
　清浄剤は、１種または複数の有機酸の１種または複数の金属塩を含み得る。清浄剤の有
機酸部分は、スルホナート、カルボキシラート、フェナート（ｐｈｅｎａｔｅ）、サリシ
ラート、またはこれらの２種以上の混合物を含み得る。清浄剤の金属部分は、アルカリま
たはアルカリ土類金属を含み得る。金属は、ナトリウム、カルシウム、カリウムおよび／
またはマグネシウムであり得る。清浄剤は、カルシウムスルホナートを含み得る。金属塩
は、中性塩および／または過塩基性塩であり得る。
【００２７】
　過塩基性有機塩には、有機物質から生成する実質的に親油性の特徴を有する１種または
複数のスルホナート塩が含まれ得る。スルホナート化合物は、平均で、約１０から約４０
個の炭素原子、一実施形態では約１２から約３６個の炭素原子、一実施形態では約１４か
ら３２個の炭素原子を含み得る。これらの炭素原子は、芳香族またはパラフィン配置構造
のいずれかで提供される。アルキル化芳香族が使用され得る。アルキル化芳香族の芳香族
は、ベンゼン部分を含み得る。ナフタレン系化合物が用いられ得る。フェナート、サリシ
ラート、およびカルボキシラートは、類似の配置構造、および実質的にオレフィンの特徴
を有し得る。
【００２８】
　過塩基性モノスルホン化アルキル化ベンゼンが使用され得る。アルキル化ベンゼンには
、モノアルキル化ベンゼンまたはジアルキル化ベンゼンが含まれ、モノアルキル化ベンゼ
ンが特に有用であり得る。アルキルベンゼン画分は、モノ－および／またはジ－アルキル
化ベンゼンであり得る蒸留器ボトム材料源から得ることができる。
【００２９】
　モノアルキル化芳香族（ベンゼン）の混合物は、モノ－アルキル化塩（例えば、モノア
ルキル化ベンゼンスルホナート）を得るために利用され得る。アルキル基の供給源として
、組成のかなりの部分がプロピレンのポリマーを含む場合の混合物は、塩の溶解性の助け
となり得る。
【００３０】
　過塩基性塩からの過剰の金属は、機能性流体に蓄積し得る酸を中和するという利点をも
たらし得る。別の利点は、過塩基性塩は動摩擦係数を増し得るということであり得る。過
剰の金属は、当量ベースで、約３０：１までの比で、一実施形態では約５：１から約１８
：１の範囲で、陰イオンを中和するのに必要であると推定される金属を超えて存在し得る
。
【００３１】
　ボラート化（ｂｏｒａｔｅｄ）または非ボラート化（ｎｏｎ－ｂｏｒａｔｅｄ）過塩基
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性清浄剤が使用され得る。これらは、米国特許第５４０３５０１号および米国特許第４７
９２４１０号に記載されており、これらは、この明細書に関連する開示について、参照に
よって本明細書に組み込まれる。
【００３２】
　清浄剤または清浄剤混合物によって、完全に配合された機能性流体にもたらされる金属
（例えば、カルシウム）の量は、完全に配合された機能性流体の約０．０１５から約１重
量％の範囲、一実施形態では約０．０２から約１重量％の範囲、一実施形態では約０．０
３から約１重量％の範囲、一実施形態では約０．０３５から約０．０８重量％の範囲、ま
た一実施形態では約０．０４５から約０．０６重量％の範囲であり得る。
【００３３】
　清浄剤または清浄剤混合物によって、完全に配合された機能性流体にもたらされるＴＢ
Ｎは、約０．３から約２の範囲、一実施形態では約０．３５から約１．５の範囲、また一
実施形態では約０．４から約１の範囲であり得る。
【００３４】
　完全に配合された機能性流体に用いられる清浄剤（すなわち、中性塩または過塩基性塩
組成物）の量は、オイル以外のものの、約０．０２５から約３重量％の範囲、また一実施
形態では、約０．１から約１重量％の範囲であり得る。
【００３５】
　摩擦調整剤は、極性基または原子（例えば、窒素原子）に結び付いた少なくとも２つの
ヒドロカルビル基、例えば、アルキル基を含む。オイルへの妥当な溶解度を保証するため
に、２つのヒドロカルビル基は、合わせて、合計で少なくとも約８個の炭素原子、一実施
形態では少なくとも約１２個または少なくとも約１６個の炭素原子を含み得る。各ヒドロ
カルビル基は、個々に、少なくとも約６個または少なくとも約８個の炭素原子を、例えば
、約１０から約３０個、または約１２から約２４個、または約１４から約２０個、または
約１６から約１８個の炭素原子を含む長鎖アルキル基であり得る。摩擦調整剤は、（ａ）
少なくとも１種のカルボン酸または等価物（無水物、酸ハロゲン化物、エステル）と少な
くとも１種のアミノアルコールとの反応生成物、（ｂ）少なくとも１種のカルボン酸また
は等価物と少なくとも１種のポリアミンとの反応生成物、（ｃ）次式
　Ｒ１Ｒ２Ｎ－Ｃ（Ｘ）Ｒ３

によって表されるアミドまたはチオアミド（式中、ＸはＯまたはＳであり、Ｒ１およびＲ
２は、それぞれ独立に、例えば少なくとも約６個の炭素原子の、ヒドロカルビル基であり
、Ｒ３は、例えば１から約６個の炭素原子の、ヒドロキシアルキル基、またはアシル化剤
と該ヒドロキシアルキル基の、そのヒドロキシル基を通じての縮合によって生成する基で
ある）、（ｄ）２つのヒドロカルビル基と、ポリヒドロキシル含有アルキル基またはポリ
ヒドロキシル含有アルコキシアルキル基とを含む少なくとも１種の第３級アミン、あるい
は（ｅ）（ａ）、（ｂ）、（ｃ）および（ｄ）の２つ以上の混合物、である。
【００３６】
　摩擦調整剤（ａ）は、１つまたは複数の次の縮合生成物を含み得る：イソステアリン酸
／トリスヒドロキシメチルアミノメタン（「ＴＨＡＭ」）（２：１のモル比）；イソステ
アリン酸／２－アミノ－２－エチル－１，３－プロパンジオール（２：１のモル比）；オ
クタデシルコハク酸無水物／エタノールアミン／イソステアリン酸（１：１：１のモル比
）；または、例えば、１：１のモル比で、プロピレンオキシドと結合させた前記の物質の
いずれか。特定の実施形態において、縮合生成物の１つまたは２つの成分は、分岐鎖を含
み得る。
【００３７】
　縮合生成物の各々のタイプにおいて、カルボン酸または等価物は、前記具体例として示
されたものであっても、あるいは天然植物油および動物油からの脂肪酸または合成により
製造された脂肪酸から誘導される類似のカルボン酸であってもよい。それらは、通常、約
８から約３０個の炭素原子範囲にあり、実質的に様式は線状である。代わりに、それらは
、約１０から約２４個の炭素原子、または約１２から約２２個の炭素原子、または約１６
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から２０個の炭素原子を含み得る。カルボン酸または等価物は、線状または分岐状であり
得る。例には、ステアリン酸、パルミチン酸、オレイン酸、トール油酸、炭化水素の酸化
により誘導される酸、置換されたコハク酸、アルコールへのアクリラートまたはメタクリ
ラートの付加により誘導されるエーテル－酸などが含まれ得る。（エーテル－酸の反応生
成物は、「ヒドロカルビル」の定義として上で記載されたように、エーテル官能基の存在
にも関わらず、基が実質的に炭化水素の特徴を示すという条件で、必須のヒドロカルビル
基を含み得る。）酸の混合物、例えば、イソステアリン酸およびオクタデシルコハク酸ま
たはオクタデシルコハク酸無水物もまた使用でき、このような混合物は、エタノールアミ
ンのようなアミノアルコールと反応させる時に有用である。
【００３８】
　アミノアルコールは、アミン官能基およびアルコール官能基の両方を含む分子であり得
る。アミン官能基は、少なくとも１つの置き換え可能な水素を含む窒素原子の形、すなわ
ち、第１級または第２級アミンであり得る。使用され得るアミノアルコールの例には、ト
リス－ヒドロキシメチルアミノメタン、２－アミノ－２－エチル－１，３－プロパンジオ
ール、およびエタノールアミンが含まれ得る。使用され得る他のアミノアルコールには、
３－アミノ－１－プロパノール、２－アミノ－１－プロパノール、１－アミノ－２－プロ
パノール、２－アミノ－２－メチル－１－プロパノール、４－アミノ－１－ブタノール、
５－アミノ－１－ペンタノール、２－アミノ－１－ペンタノール、２－アミノ－１，２－
プロパンジオール、２－アミノ－１，３－プロパンジオール、２－アミノ－２－メチル－
１，３－プロパンジオール、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ－
ビス（２－ヒドロキシエチル）エチレンジアミン、１，３－ジアミノ－２－ヒドロキシプ
ロパン、Ｎ－Ｎ’－ビス－（２－ヒドロキシエチル）エチレンジアミン、および１－アミ
ノプロピル－３－ジイソプロパノールアミンが含まれ得る。前記アミノアルコールの２種
以上の混合物も使用され得る。
【００３９】
　摩擦調整剤に存在する２つのヒドロカルビル基は、酸反応物のヒドロカルビル部分に由
来し得る。その場合、２モルの酸が１モルのアミノアルコールと反応させられ、２モルの
各々がそれによって１つの長鎖ヒドロカルビル基を提供することが通常望ましい。この比
は通常、約１．２：１から約３：１まで、または約１．６：１から約２．５：１まで、ま
たは約１．９：１から約２．１：１まで変わり得る。何らかの反応生成物において、生成
物の混合物が存在し、上の比のいずれかで反応させることは、出発物質の相対的な量にあ
る程度依存する統計的比率または他の比率の、いくらかの１：１付加物、２：１付加物、
３：１付加物などに至り得ることが理解される。必要とされる２つのヒドロカルビル基を
生成物の少なくとも一部が含むならば、生成物が１：１付加物の部分を含み得ることは、
本発明の範囲からそのような生成物を除外しない。２つの異なる種類の酸が使用される場
合、その比は、このような全ての酸のモル数と全てのアミノアルコールのモル数の比が通
常の通り約２：１であれば、約１：１：１、などであり得る。代わりに、アミノアルコー
ルそれ自体が、１つの長鎖ヒドロカルビル基の供給源である場合、約１：１の比が、１分
子当たり２つのヒドロカルビル基をもたせるのに適切であり得る。
【００４０】
　摩擦調整剤（ｂ）は、少なくとも１種のカルボン酸または等価物と少なくとも１種のポ
リアミンとの反応生成物を含み得る。このカルボン酸または等価物は、アルキルまたはア
ルケニルコハク酸または無水物であり得る。カルボン酸または等価物は、米国特許第５７
５０４７６号（この特許は参照によって本明細書に組み込まれる）の第２欄、１５～３９
行、および第３欄、１７～５５行に記載のように、異性化アルケニルにより置換されたコ
ハク酸無水物であり得る。これらのアルケニル基は、それらの飽和アルキル類似体になる
ように、水素化されていてもよい。ポリアミンは、ジエチレントリアミン、トリエチレン
テトラミン、テトラエチレンペンタミン（ｐｅｎｔａｍｅｎｅ）、またはこれらの２種以
上の混合物を含み得る。カルボン酸または等価物とポリアミンのモル比は、約２：１であ
り得る。反応条件は、米国特許第５７５０４７６号に開示されている。
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【００４１】
　摩擦調整剤（ｃ）は、第２級アミンとヒドロキシ酸またはチオ酸との縮合物と見なされ
得る。このアミンは、置換基ヒドロカルビル基、例えばアルキル基を含み得る。アミンは
次式
　Ｒ１Ｒ２ＮＨ
によって表すことができ、式中、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立に、少なくとも６個の
炭素原子（例えば、約６から約３０個の炭素原子、または８から約２４個の炭素原子、ま
たは約１０から約２０個、または約１０から約１８個、または約１２から約１６個の炭素
原子）のヒドロカルビル基である。Ｒ１およびＲ２基は、線状または分岐状、飽和または
不飽和、脂肪族、芳香族、または脂肪族と芳香族の混合であり得る。特定の実施形態にお
いて、それらは、アルキル基、特に線状アルキル基であり得る。Ｒ１およびＲ２基は、同
じであっても異なっていてもよい。適切なアミンの市販例は、Ａｒｍｅｅｎ　２Ｃ（商標
）の商用名で販売されており、これは、２つのＣ１２アルキル基を有すると考えられる。
一実施形態において、アミンは、ジ－ココアルキルアミンまたは同族アミンを含み得る。
ジ－ココアルキルアミン（または、ジ－ココアミン）は、上の式における２つのＲ基が優
越的にＣ１２基である（ある量のＣ８乃至Ｃ１８が存在し得るが）、ココナッツオイルか
ら誘導される第２級アミンである。一実施形態において、基Ｒ１およびＲ２の一方または
両方が、２－エチルヘキシル基であり得る。一実施形態において、アミドまたはチオアミ
ドのアミン部分Ｒ１Ｒ２Ｎ－は、（２－エチルヘキシル）（水素化獣脂（ｔａｌｌｏｗ）
）アミン部分を含み得る（ここで、「水素化獣脂」部分は優越的にＣ１８基を有する獣脂
から誘導される）。市販のジアルキルアミンは、一定量のモノアルキルアミンおよび／ま
たはトリアルキルアミンを含み得る、また、このような市販の材料から生成される生成物
は、本発明の範囲内にあると想定されている（どのようなトリアルキルアミン成分もアミ
ドを生成する反応性があるとは期待され得ないことを認めるが）。
【００４２】
　摩擦調整剤（ｃ）は、前記アミンと、ヒドロキシ酸またはヒドロキシチオ酸あるいはこ
れらの反応性等価物との縮合生成物であり得る。ＸがＯである場合に、そのアミドは、式
Ｒ３ＣＯＯＨによって表すことができるヒドロキシ酸の誘導体であり得る。ヒドロキシ酸
（または、場合によって、ヒドロキシチオ酸）において、Ｒ３は、１から約６個の炭素原
子のヒドロキシアルキル基、またはアシル化剤（これには、硫黄含有アシル化剤が含まれ
得る）と、このようなヒドロキシアルキル基の、そのヒドロキシル基を通じての縮合によ
って生成する基であり得る。すなわち、Ｒ３の－ＯＨ基は、それ自体、潜在的に反応性が
あり得て、さらなる酸性物質またはそれらの反応性等価物と縮合して、例えばエステルを
生成し得る。こうして、ヒドロキシ酸は、例えば、グリコール酸のような酸の１つまたは
複数のさらなる分子と縮合し得る。適切なヒドロキシ酸の例は、グリコール酸、すなわち
、ヒドロキシ酢酸、ＨＯ－ＣＨ２－ＣＯＯＨである。グルコール酸は、実質的に純粋な状
態で、または７０％の水溶液としてのいずれかで、市販品が入手できる。Ｒ３が２個以上
の炭素原子を含む時、ヒドロキシ基は１番の炭素（アルファ）上、または鎖の別の炭素（
例えば、ベータ）上にあり得る。炭素鎖そのものは、線状、分岐状または環状であり得る
。
【００４３】
　摩擦調整剤（ｄ）は、次式
　Ｒ１Ｒ２ＮＲ３

により表される第３級アミンを含み得る（式中、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立に、少
なくとも約６個の炭素原子（例えば、約８から２０個の炭素原子、または約１０から約１
８個、または約１２から約１６個の炭素原子）のアルキル基であり、Ｒ３は、ポリヒドロ
キシル含有アルキル基またはポリヒドロキシル含有アルコキシアルキル基である）。一実
施形態において、このアミンは、ジ－ココアルキルアミンまたは同族アミンからの生成物
を含み得る。ジ－ココアルキルアミン（または、ジ－ココアミン）は、上の式における２
つのＲ基が、優越的に、ココナッツオイルから誘導されるＣ１２基である第２級アミンで
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ある。一実施形態において、Ｒ３は、ポリオール含有アルキル基（すなわち、２つ以上の
ヒドロキシ基を含む基）、または１つまたは複数のヒドロキシ基および１つまたは複数の
アミン基を含む基であり得る。例えば、Ｒ３は、－ＣＨ２－ＣＨＯＨ－ＣＨ２ＯＨ、ある
いはこの同族基、例えば、約３から約８個の炭素原子、または約３から約６個の炭素原子
、または約３から約４個の炭素原子、および２つ、３つ、４つまたはこれを超えるヒドロ
キシ基を含む（通常、１個の炭素原子当たり１つ以下のヒドロキシ基）基であり得る。し
たがって、得られる典型的な生成物は、次式
　Ｒ１Ｒ２Ｎ－ＣＨ２－ＣＨＯＨ－ＣＨ２ＯＨ
またはこれらの同族体によって表すことができ、ここで、前記の通り、Ｒ１およびＲ２は
独立に、約８から約２０個の炭素原子のアルキル基であり得る。このような生成物は、ジ
アルキルアミンと、エポキシドまたはハロゲン化ヒドロキシ（例えば、クロロヒドロキシ
、ブロモヒドロキシおよび／またはヨードヒドロキシ）化合物との反応によって得ること
ができる。特に、第２級アミンとグリシドール（２，３－エポキシ－１－プロパノール）
または「クロログリセリン」（すなわち、３－クロロプロパン－１，２－ジオール）との
反応は、前記の条件の下で有効であり得る。ジココアミンと１モル以上のグリシドールま
たはクロログリセリンとの反応に基づくこのような物質は、摩擦調整の性能をもたせるの
に有用であり得る。反応が、数倍モルのグリシドールまたはクロログリセリン、あるいは
他のエポキシアルカノールまたはクロロジオールとである場合、エーテル含有ダイマーま
たはオリゴマー基、すなわち、ヒドロキシル置換アルコキシルアルキル基が生じ得る。
【００４４】
　摩擦調整剤（ｄ）は、特定の実施形態において、約３から約８個の炭素原子（例えば、
約３から約６個、または約３個の炭素原子）を含むコア部分を含む化合物として、別の仕
方で記述でき、このコア部分は、（ｉ）少なくとも２つのヒドロキシ基、または少なくと
も１つのヒドロキシ基および１から４個の炭素原子の少なくとも１つのアルコキシ基（こ
のアルコキシ基は少なくとも１つのヒドロキシ基または別のこのようなアルコキシ基によ
ってさらに置換されている）；および（ｉｉ）少なくとも１つのアミノ基（この窒素原子
は、２つのヒドロカルビル基を有し、各ヒドロカルビル基は、独立に、約６から約３０個
の炭素原子を有する）；によって置換されている。
【００４５】
　摩擦調整剤（ａ）、（ｂ）、（ｃ）および（ｄ）の２つ以上の混合物（ｅ）も使用され
得る。
【００４６】
　機能性流体における摩擦調整剤の量は、自動変速機におけるシャダー、すなわち、変速
機流体の摩擦特性が不適切にバランスされている時にクラッチ操作の間に認められる性能
欠陥を低減または抑制するのに適する量であり得る。この量は、機能性流体の約０．２５
から５重量％であり得る。代わりに、量として、約０．５から約５重量％、または、約１
から約３重量％が含まれ得る。濃縮物では、これらの量は比例して大きいであろう。
【００４７】
　分散剤は１種または複数の「カルボン酸分散剤（ｃａｒｂｏｘｙｌｉｃ　ｄｉｓｐｅｒ
ｓａｎｔ）」を含み得る。これらは、次のものを含めて、多くの米国特許に記載されてい
る：米国特許第３２１９６６６号、米国特許第３３１６１７７号、米国特許第３３４０２
８１号、米国特許第３３５１５５２号、米国特許第３３８１０２２号、米国特許第３４３
３７４４号、米国特許第３４４４１７０号、米国特許第３４６７６６８号、米国特許第３
５０１４０５号、米国特許第３５４２６８０号、米国特許第３５７６７４３号、米国特許
第３６３２５１１号、米国特許第４２３４４３５号、再発行米国特許第２６４３３号、お
よび米国特許第６１６５２３５号。
【００４８】
　カルボン酸分散剤は、１種または複数のスクシンイミド分散剤を含み得る。これらは、
ヒドロカルビルで置換された無水コハク酸（またはこの反応性等価物、例えば、酸、酸ハ
ロゲン化物、またはエステル）とアミンとの反応によって調製され得る。ヒドロカルビル
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置換基は、平均で、少なくとも約８個、または少なくとも約２０個、または少なくとも約
３０個、または少なくとも約３５個の炭素原子で、約３５０個まで、または約２００個ま
で、または約１００個までの炭素原子を含み得る。ヒドロカルビル基はポリアルケンから
誘導され得る。このポリアルケンは、少なくとも約５００の
【００４９】
【化１－１】

（数平均分子量）によって特徴付けられ得る。ポリアルケンは、少なくとも約５００、ま
たは少なくとも約７００、または少なくとも約８００、または少なくとも約９００で、約
５０００まで、または約２５００まで、または約２０００まで、または約１５００までの
【００５０】
【化１－２】

によって特徴付けられ得る。一実施形態において、
【００５１】
【化１－３】

は、約５００、または約７００、または約８００から、約１２００または約１３００まで
変わり得る。一実施形態において、多分散性
【００５２】

【化１－４】

は少なくとも約１．５であり得る。
【００５３】
　前記ポリアルケンには、２から約１６個の炭素原子、または２から約６個の炭素原子、
または２から約４個の炭素原子の重合性オレフィンモノマーのホモポリマーおよびインタ
ーポリマーが含まれ得る。オレフィンは、モノオレフィン、例えば、エチレン、プロピレ
ン、１－ブテン、イソブテン、および１－オクテン；またはポリオレフィン性モノマー、
例えば、ジオレフィン性モノマー、例えば、１，３－ブタジエンおよびイソプレンであり
得る。一実施形態において、インターポリマーはホモポリマーであり得る。使用され得る
ポリマーの例はポリブテンである。一実施形態において、約５０％のポリブテンは、イソ
ブチレンに由来し得る。ポリアルケンは、通常の手順によって調製され得る。
【００５４】
　前記コハク酸アシル化剤は、ポリアルケンと過剰の無水マレイン酸とを反応させて、置
換されたコハク酸アシル化剤を得ることによって調製でき、ここで、置換基の各当量重量
に対するコハク酸基の数は、少なくとも約１．３、または少なくとも約１．５、または少
なくとも約１．７、または少なくとも約１．８であり得る。１つの置換基当たりのコハク
酸基の最大数は、約４．５まで、または約２．５まで、または約２．１まで、または約２
．０までであり得る。置換されたコハク酸アシル化剤（この置換基は前記ポリオレフィン
に由来する）の調製および使用は、米国特許第４２３４４３５号に記載されている。
【００５５】
　置換されたコハク酸アシル化剤は、前記アミンおよびアミン蒸留器ボトムとして知られ
ている重質アミン生成物を含めて、アミンと反応させることができる。アシル化剤と反応
させるアミンの量は、約１：２から約１：０．７５のＣＯ：Ｎの比を与えるような量であ
り得る。アミンが第１級アミンである場合、イミドへの完全な縮合が起こり得る。様々な
量のアミド生成物、例えばアミド酸（ａｍｉｄｉｃ　ａｃｉｄ）もまた存在し得る。反応



(14) JP 2010-513695 A 2010.4.30

10

20

30

40

50

が、前記と異なり、アルコールとであれば、得られる分散剤はエステル分散剤であろう。
別個の分子にであっても、同一の分子にであっても（前記の縮合アミンにおけるように）
、アミンとアルコールの両方の官能基が存在する場合、アミド、エステル、および可能性
としてイミド官能基の混合が存在し得る。これらは、エステル－アミド分散剤と呼ぶこと
ができる。
【００５６】
　分散剤は、アミン分散剤であり得る。アミン分散剤は、比較的高分子量の脂肪族または
脂環式ハロゲン化物とアミン、例えばポリアルキレンポリアミンとの反応生成物であり得
る。これらの例は、次の米国特許に記載されている：米国特許第３２７５５５４号、米国
特許第３４３８７５７号、米国特許第３４５４５５５号、および米国特許第３５６５８０
４号。
【００５７】
　分散剤はマンニッヒ（Ｍａｎｎｉｃｈ）分散剤であり得る。マンニッヒ分散剤は、アル
キルフェノール（このアルキル基は、少なくとも約３０個の炭素原子を含む）と、アルデ
ヒド（特に、ホルムアルデヒド）およびアミン（特に、ポリアルキレンポリアミン）との
反応生成物である。これらは、例示である次の米国特許に記載されている：米国特許第３
０３６００３号、米国特許第３２３６７７０号、米国特許第３４１４３４７号、米国特許
第３４４８０４７号、米国特許第３４６１１７２号、米国特許第３５３９６３３号、米国
特許第３５８６６２９号、米国特許第号３５９１５９８、米国特許第３６３４５１５号、
米国特許第３７２５４８０号、米国特許第３７２６８８２号、および米国特許第３９８０
５６９号。
【００５８】
　分散剤は、後処理された分散剤であり得る。後処理された分散剤は、カルボキシル、ア
ミンまたはマンニッヒ分散剤を、尿素、チオ尿素、二硫化炭素、アルデヒド、ケトン、カ
ルボン酸、炭化水素で置換されたコハク酸無水物、ニロリル、エポキシド、ホウ酸のよう
なホウ素化合物（「ボラート化分散剤」を生じるように）、亜リン酸（ｐｈｏｓｐｈｏｒ
ｕｓ　ａｃｉｄｓ）または無水物のようなリン化合物、あるいは２，５－ジメルカプトチ
アジアゾール（ＤＭＴＤ）のような試薬と反応させることによって得ることができる。こ
れらは、次の米国特許に記載されている：米国特許第３２００１０７号、米国特許第３２
８２９５５号、米国特許第３３６７９４３号、米国特許第３５１３０９３号、米国特許第
３６３９２４２号、米国特許第３６４９６５９号、米国特許第３４４２８０８号、米国特
許第３４５５８３２号、米国特許第３５７９４５０号、米国特許第３６００３７２号、米
国特許第３７０２７５７号、および米国特許第３７０８４２２号。
【００５９】
　前記分散剤の任意の２つ以上の混合物も使用され得る。
【００６０】
　機能性流体中の分散剤の量は、機能性流体の（オイル以外のものの）約６重量％までの
範囲、一実施形態では約１から約６重量％までの範囲にあり得る。一実施形態において、
分散剤の量は、約１．５から約５．５重量％、または約２から約４重量％の範囲にあり得
る。濃縮物では、これらの量は、比例して、より大きいであろう。
【００６１】
　機能性流体は、１種または複数の粘度調整剤および／または分散剤粘度調整剤を含み得
る。粘度調整剤（ＶＭ）および分散剤粘度調整剤（ＤＶＭ）は、よく知られている。ＶＭ
およびＤＶＭの例には、ポリメタクリラート、ポリアクリラート、ポリオレフィン、スチ
レン－マレイン酸エステルのコポリマー、および、ホモポリマー、コポリマーおよびグラ
フトコポリマーを含めて、類似のポリマー物質が含まれ得る。ＤＶＭは、窒素含有メタク
リラートポリマー、例えば、少なくとも１種のアルキルメタクリラートおよびジメチルア
ミノプロピルメタクリルアミドから誘導される窒素含有メタクリラートポリマーを含み得
る。
【００６２】
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　市販のＶＭ、ＤＶＭの例、およびそれらの化学的タイプには、以下が含まれ得る：ポリ
イソブチレン（例えば、ＢＰ　ＡｍｏｃｏによるＩｎｄｏｐｏｌ（商標）、または　Ｅｘ
ｘｏｎＭｏｂｉｌによるＰａｒａｐｏｌ（商標））；オレフィンコポリマー（例えば、Ｌ
ｕｂｒｉｚｏｌによるＬｕｂｒｉｚｏｌ（商標）７０６０、７０６５、および７０６７、
ならびにＭｉｔｓｕｉによるＬｕｃａｎｔ（商標）ＨＣ－２０００ＬおよびＨＣ－６００
）；水素化スチレン－ジエンコポリマー（例えば、ＳｈｅｌｌによるＳｈｅｌｌｖｉｓ（
商標）４０および５０、ならびにＬｕｂｒｉｚｏｌによるＬＺ（登録商標）７３０８、お
よび７３１８）；スチレン／マレアートコポリマー、これらは分散剤コポリマーである（
例えば、ＬｕｂｒｉｚｏｌによるＬＺ（登録商標）３７０２および３７１５）；ポリメタ
クリラート、これらのいくつかは分散性を有する（例えば、ＲｏｈＭａｘによるＶｉｓｃ
ｏｐｌｅｘ（商標）シリーズのもの、ＡｆｔｏｎによるＨｉｔｅｃ（商標）シリーズ、な
らびにＬｕｂｒｉｚｏｌによるＬＺ　７７０２（商標）、ＬＺ　７７２７（商標）、ＬＺ
　７７２５（商標）およびＬＺ　７７２０Ｃ（商標））；オレフィン－グラフト－ポリメ
タクリラートポリマー（例えば、ＲｏｈＭａｘによるＶｉｓｃｏｐｌｅｘ（商標）２－５
００および２－６００）；および、水素化ポリイソプレン星型ポリマー（例えば、Ｓｈｅ
ｌｌによるＳｈｅｌｌｖｉｓ（商標）２００および２６０）。使用され得る粘度調整剤は
、米国特許第５１５７０８８号、米国特許第５２５６７５２号、および米国特許第５３９
５５３９号に記載されている。ＶＭおよび／またはＤＶＭは、約２０重量％までの範囲の
濃度で、機能性流体に使用され得る。約１から約１２重量％、または約３から約１０重量
％の濃度が用いられ得る。
【００６３】
　機能性流体は、１種または複数の補助摩擦調整剤を含み得る。これらの摩擦調整剤は、
当業者によく知られている。使用され得る摩擦調整剤のリストは、米国特許第４７９２４
１０号、米国特許第５３９５５３９号、米国特許第５４８４５４３号、および米国特許第
６６６０６９５号に含まれている。米国特許第５１１０４８８号は、摩擦調整剤として有
用な脂肪酸の金属塩、特に亜鉛塩を開示する。使用され得る補助摩擦調整剤のリストは以
下を含み得る：
　（ｉ）脂肪ホスファイト
　（ｉｉ）脂肪酸アミド
　（ｉｉｉ）脂肪エポキシド
　（ｉｖ）ボラート化脂肪エポキシド
　（ｖ）上で検討された脂肪アミン以外の脂肪アミン
　（ｖｉ）グリセロールエステル
　（ｖｉｉ）ボラート化グリセロールエステル
　（ｖｉｉｉ）アルコキシ化脂肪アミン
　（ｉｘ）ボラート化アルコキシ化脂肪アミン
　（ｘ）脂肪酸の金属塩
　（ｘｉ）硫化オレフィン
　（ｘｉｉ）脂肪イミダゾリン
　（ｘｉｉｉ）カルボン酸とポリアルキレン－ポリアミンの縮合生成物
　（ｘｉｖ）アルキルサリシラートの金属塩
　（ｘｖ）アルキルリン酸のアミン塩
　（ｘｖｉ）エトキシ化（ｅｔｈｏｘｙｌａｔｅｄ）アルコール
およびこれらの２つ以上の混合物。
【００６４】
　これらのタイプの摩擦調整剤の各々の典型的なものは、知られており、市販されている
。例えば、（ｉ）脂肪ホスファイトは、一般に、式（ＲＯ）２ＰＨＯのものである。この
式で示されるジアルキルホスファイトは、式（ＲＯ）（ＨＯ）ＰＨＯの少量のモノアルキ
ルホスファイトと共に存在し得る。これらの構造において、用語「Ｒ」は、通常の通り、
アルキル基を表す。言うまでもなく、アルキルは実際にはアルケニルであってもよく、し
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たがって、本明細書で用いられる場合、用語「アルキル」および「アルキル化」は、飽和
および不飽和「アルキル」基の両方を包含すると理解されるべきである。ホスファイトは
、そのホスファイトを実質的に親油性にするのに十分なヒドロカルビル基を有するべきで
ある。ヒドロカルビル基は分岐状または非分岐状であり得る。多くの適切なホスファイト
が市販されており、米国特許第４７５２４１６号に記載のようにして合成され得る。ホス
ファイトは、各Ｒ基に、約８から約２４個の炭素原子を含み得る。脂肪ホスファイトは、
脂肪基の各々に、約１２から約２２個の炭素原子、または約１６から２０個の炭素原子を
含み得る。一実施形態において、脂肪ホスファイトは、オレイル基から構成され、こうし
て、各脂肪基に、１８個の炭素原子を有し得る。
【００６５】
　使用され得る（ｉｖ）ボラート化脂肪エポキシドは、カナダ特許第１１８８７０４号に
開示されている。これらの油溶性ホウ素含有組成物は、約８０℃から約２５０℃の温度で
、ホウ酸または三酸化ホウ素を、次式
【００６６】

【化１－５】

を有する少なくとも１種の脂肪エポキシドと反応させることによって調製でき、式中、Ｒ
１、Ｒ２、Ｒ３およびＲ４の各々は、水素または脂肪族基である、あるいはこれらの任意
の２つは、エポキシ炭素原子またはそれらが結合している原子と一緒に、環状基を形成し
ている。脂肪エポキシドは、少なくとも約８個の炭素原子を含み得る。
【００６７】
　ボラート化脂肪エポキシドは、２つの物質、すなわち、試薬ＡおよびＢの反応を含むそ
れらの調製方法によって特徴付けられ得る。試薬Ａは、酸化ホウ素、または様々な形のい
ずれかのホウ酸（メタホウ酸（ＨＢＯ２）、オルトホウ酸（Ｈ３ＢＯ３）および四ホウ酸
（ｔｅｔｒａｂｏｒｉｃ　ａｃｉｄ、Ｈ２Ｂ４Ｏ７）を含めて）であり得る。ホウ酸、特
にオルトホウ酸が使用され得る。試薬Ｂは、上の式を有する少なくとも１種の脂肪エポキ
シドであり得る。その式において、Ｒ基の各々は、水素または脂肪族基で、Ｒ基の少なく
とも１つは、少なくとも６個の炭素原子を含むヒドロカルビルまたは脂肪族基であり得る
。試薬Ａと試薬Ｂのモル比は、約１：０．２５から約１：４の範囲であり得る。約１：１
から約１：３の比が使用でき、約１：２が有用であり得る。ボラート化脂肪エポキシドは
、２つの試薬を単にブレンドし、それらを、約８０℃から約２５０℃、一実施形態では約
１００℃から約２００℃の範囲の温度で、反応が起こるのに十分な時間、加熱することに
よって調製され得る。望まれる場合、反応は、実質的に不活性で、通常は有機液体の希釈
剤の存在下に実施され得る。反応の間、水が生成し、蒸留によって除去され得る。
【００６８】
　（ｉｉｉ）ボラート化されてない脂肪エポキシドは、上の「試薬Ｂ」に相当し、補助摩
擦調整剤として有用であり得る。
【００６９】
　使用され得るボラート化アミンは、米国特許第４６２２１５８号に開示されている。ボ
ラート化アミン摩擦調整剤（（ｉｘ）ボラート化アルコキシ化脂肪アミンを含めて）は、
前記のホウ素化合物を対応するアミンと反応させることによって調製され得る。アミンは
、単なる脂肪アミンまたはヒドロキシ含有第３級アミンであり得る。ボラート化アミンは
、前記のホウ素反応物を、アミン反応物に加え、得られる混合物を、約５０℃から約３０
０℃、一実施形態では約１００℃から約２５０℃、一実施形態では約１５０℃から約２３
０℃の範囲の温度で、撹拌しながら加熱することによって調製され得る。反応は、副生成
物の水が反応混合物から生成しなくなり、反応の完了を示すまで続けられ得る。
【００７０】
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　ボラート化アミンを調製するのに有用なアミンには、「ＥＴＨＯＭＥＥＮ」の商標によ
って知られ、Ａｋｚｏ　Ｎｏｂｅｌから入手できる市販のアルコキシ化脂肪アミンが含ま
れ得る。これらのＥＴＨＯＭＥＥＮ（商標）物質の代表的な例には、ＥＴＨＯＭＥＥＮ（
商標）Ｃ／１２（ビス［２－ヒドロキシエチル］－ココ－アミン）；ＥＴＨＯＭＥＥＮ（
商標）Ｃ／２０（ポリオキシエチレン－［１０］ココアミン）；ＥＴＨＯＭＥＥＮ（商標
）Ｓ／１２（ビス［２－ヒドロキシエチル］ソイアミン（ｓｏｙａｍｉｎｅ））；ＥＴＨ
ＯＭＥＥＮ（商標）Ｔ／１２（ビス［２－ヒドロキシエチル］－獣脂－アミン）；ＥＴＨ
ＯＭＥＥＮ（商標）Ｔ／１５（ポリオキシエチレン－［５］獣脂アミン）；ＥＴＨＯＭＥ
ＥＮ（商標）０／１２（ビス［２－ヒドロキシエチル］オレイル－アミン）；ＥＴＨＯＭ
ＥＥＮ（商標）１８／１２（ビス［２－ヒドロキシエチル］オクタデシルアミン）；およ
びＥＴＨＯＭＥＥＮ（商標）１８／２５（ポリオキシエチレン－［１５］オクタデシルア
ミン）が含まれ得る。有用であり得る脂肪アミンおよびエトキシ化脂肪アミンは、米国特
許第４７４１８４８号に記載されている。
【００７１】
　前記（ｖｉｉｉ）アルコキシ化脂肪アミン、および（ｖ）脂肪アミン自体（例えばオレ
イルアミン）は、摩擦調整剤として有用であり得る。これらのアミンは市販されている。
【００７２】
　ボラート化されたおよびボラート化されていないグリセロール脂肪酸エステルはいずれ
も、摩擦調整剤として使用され得る。（ｖｉｉ）ボラート化グリセロール脂肪酸エステル
は、グリセロールの脂肪酸エステルを、反応水を除去しながら、ホウ酸によりボラート化
することによって調製され得る。各ホウ素が、反応混合物中に存在する約１．５から約２
．５のヒドロキシル基と反応し得るように、十分なホウ素が存在すべきである。反応は、
約６０℃から約１３５℃の範囲の温度で、有機溶媒なしに、またはメタノール、ベンゼン
、キシレン、トルエン、またはオイルのような有機溶媒の存在下に実施され得る。
【００７３】
　（ｖｉ）グリセロールの脂肪酸エステル自体は、当技術分野においてよく知られている
様々な方法によって調製され得る。これらのエステルの多くは、例えば、グリセロールモ
ノオレイン酸エステルおよびグリセロール獣脂エステルは、工業的規模で製造されている
。有用なエステルは油溶性であり、また、天然の産物中に見出され、下でより詳細に記載
される、Ｃ８からＣ２２の脂肪酸、またはこれらの混合物から調製され得る。グリセロー
ルの脂肪酸モノエステルが使用され得るが、モノ－およびジエステルの混合物もまた使用
され得る。例えば、市販のグリセロールモノオレイン酸エステルは、約４５重量％から約
５５重量％のモノエステル、および約５５重量％から約４５重量％のジエステルの混合物
を含み得る。
【００７４】
　脂肪酸は、上記のグリセロールエステルを調製するのに使用され得る。それらは、また
、それらの（ｘ）金属塩、（ｉｉ）アミド、および（ｘｉｉ）イミダゾリンを調製するの
に使用でき、これらのいずれもまた、摩擦調整剤として使用され得る。脂肪酸は、約６か
ら約２４個の炭素原子、または約８から約１８個の炭素原子を含み得る。これらの酸は分
岐状または直鎖、飽和または不飽和であり得る。適切な酸には、２－エチルヘキサン酸、
デカン酸、オレイン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、パルミチン酸、ミリスチン酸
、パルミトレイン酸、リノール酸、ラウリン酸、およびリノレン酸、ならびに、天然の産
物である獣脂、パーム油、オリーブ油、ピーナッツ油、トウモロコシ油、および牛脚油（
ｎｅａｔ’ｓ　ｆｏｏｔ　ｏｉｌ）からの酸が含まれ得る。有用な酸はオレイン酸であり
得る。金属塩には、亜鉛およびカルシウムの塩が含まれ得る。例には、過塩基性カルシウ
ム塩および塩基性オレイン酸－亜鉛塩錯体（これは、一般式Ｚｎ４Ｏｌｅａｔｅ６Ｏによ
って表すことができる）が含まれ得る。アミドは、アンモニア、または第１級もしくは第
２級アミン（例えば、ジエチルアミンおよびジエタノールアミン）との縮合によって調製
されものであり得る。脂肪イミダゾリンには、酸とジアミンまたはポリアミン（例えば、
ポリエチレンポリアミン）との環状縮合生成物が含まれ得る。イミダゾリンは、次の構造
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、
【００７５】
【化２】

によって表すことができ、ここで、Ｒは、アルキル基であり、Ｒ’は、水素またはヒドロ
カルビル基もしくは置換されたヒドロカルビル基（－（ＣＨ２ＣＨ２ＮＨ）ｎ－基を含め
て）である。一実施形態において、摩擦調整剤は、Ｃ８からＣ２４の脂肪酸とポリアルキ
レンポリアミンとの縮合生成物、例えば、イソステアリン酸とテトラエチレンペンタミン
との生成物であり得る。カルボン酸とポリアルキレンアミンの縮合生成物（ｘｉｉｉ）は
、イミダゾリンまたはアミドであり得る。
【００７６】
　硫化オレフィン（ｘｉ）は、摩擦調整剤として使用され得るよく知られた市販物質であ
る。これらには、米国特許第４９５７６５１号および米国特許第４９５９１６８号の教示
に従って調製される硫化オレフィンが含まれ得る。これらは、（１）少なくとも１種の多
価アルコール脂肪酸エステル、（２）少なくとも１種の脂肪酸、（３）少なくとも１種の
オレフィン、または（４）少なくとも１種の１価アルコール脂肪酸エステル、から選択さ
れる２種以上の反応物の共硫化混合物を含み得る。
【００７７】
　反応物（３）のオレフィン成分は、少なくとも１種のオレフィンを含み得る。このオレ
フィンは脂肪族オレフィン（これは、約４から約４０個の炭素原子、または約８から約３
６個の炭素原子を含み得る）であり得る。末端オレフィン、またはアルファ－オレフィン
が使用され得る。これらには、約１２から約２０個の炭素原子を有するものが含まれ得る
。これらのオレフィンの混合物が市販されており、このような混合物が使用され得る。
【００７８】
　２種以上の反応物の共硫化混合物は、適切な反応物混合物を硫黄源と反応させることに
よって調製され得る。硫化されようとする混合物は、約１０から約９０部の反応物（１）
；または約０．１から約１５重量部の反応物（２）；または約１０から約９０重量部、も
しくは約１５から６０重量部、もしくは約２５から約３５重量部の反応物（３）；または
約１０から約９０重量部の反応物（４）を含み得る。混合物は、反応物（３）と、反応物
（１）、（２）または（４）と認定される反応物群の少なくとも１つの別の反応物とを含
み得る。硫化反応は、撹拌しながら高温で、また任意選択で不活性雰囲気中で不活性溶媒
の存在下に、実施され得る。硫化剤には、単体硫黄、硫化水素、ハロゲン化硫黄＋硫化ナ
トリウム、または硫化水素と硫黄もしくは二酸化硫黄との混合物が含まれ得る。約０．５
から約３モルの硫黄が１モルのオレフィン結合に対して用いられ得る。
【００７９】
　アルキルサリシラートの金属塩（ｘｉｖ）には、長鎖（例えば、Ｃ１２からＣ１６）ア
ルキル置換サリチル酸のカルシウム塩および他の塩が含まれ得る。
【００８０】
　アルキルリン酸のアミン塩（ｘｖ）には、リン酸のオレイルエステルおよび他の長鎖エ
ステルのアミンとの塩が含まれ得る。有用なアミンには、オレイルアミン、２－エチルヘ
キシルアミン、メチルオレイルアミン、ジココアミン、およびこれらの２種以上の混合物
が含まれ得る。やはり含まれるのは、Ｐｒｉｍｅｎｅ（商標）の商用名で販売されている
、第３級脂肪族第１級アミンである。
【００８１】
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　補助摩擦調整剤は、前記の摩擦調整剤に追加して使用され得る。機能性流体に使用され
る補助摩擦調整剤の量は、機能性流体の約１．５重量％までの範囲で、一実施形態では約
０．１から約１．５重量％、または約０．２から約１．０、または約０．２５から約０．
７５重量％であり得る。一実施形態において、補助摩擦調整剤の量は、約０．２重量％ま
で、または約０．１重量％までの濃度で、例えば、約０．０１から約０．１重量％で存在
し得る。
【００８２】
　機能性流体はまた、少なくとも１種の亜リン酸、亜リン酸塩、亜リン酸エステル、また
は硫黄含有類似体を含めて、これらの誘導体も含み得る。亜リン酸、塩、エステルまたは
これらの誘導体には、リン酸、亜リン酸、亜リン酸エステルまたはこれらの塩、ホスファ
イト、リン含有アミド、リン含有カルボン酸またはエステル、リン含有エーテル、および
これらの２つ以上の混合物が含まれ得る。亜リン酸無水物が使用され得る。一実施形態に
おいて、亜リン酸、エステルまたは誘導体は、有機または無機の亜リン酸、亜リン酸エス
テル、亜リン酸塩、またはこれらの誘導体であり得る。亜リン酸には、リン酸、ホスホン
酸、ホスフィン酸、ならびにチオリン酸類（ジチオリン酸さらにはモノチオリン酸が含ま
れる）、チオホスフィン酸およびチオホスホン酸が含まれ得る。使用され得るリン化合物
の１グループは、次式
【００８３】
【化３】

によって表されるアルキルリン酸モノアルキル第１級アミン塩であり、ここで、Ｒ１、Ｒ
２、Ｒ３は、アルキルまたはヒドロカルビル基である、またはＲ１およびＲ２の１つはＨ
であり得る。ジアルキルとモノアルキルリン酸エステルの１：１混合物が使用され得る。
このタイプの化合物は、米国特許第５３５４４８４号に記載されている。８５％のリン酸
（これは１５重量％の水を含む）が使用され得る。これらは、リン調節剤として使用され
得る。リン調節剤は、機能性流体の重量に対して、約０．０１から約３重量％の範囲の濃
度で、一実施形態では約０．０３重量％から約０．２重量％、または約０．０３重量％か
ら約０．１重量％で機能性流体に添加され得る。
【００８４】
　他の材料は、それらが前記の必要とされる成分または仕様に不適合でなければ、機能性
流体に、任意選択で含められてもよい。このような材料には、ヒンダードフェノール抗酸
化剤、第２級芳香族アミン抗酸化剤、硫化フェノール抗酸化剤、油溶性銅化合物、リン含
有抗酸化剤、有機硫化物、二硫化物、および多硫化物を含めて、抗酸化剤（すなわち、酸
化防止剤）が含まれ得る。他の任意選択の成分には、シール膨潤剤、例えば、イソデシル
スルホランまたはフタラートエステルが含まれ、これらは、シールを柔軟に保つように意
図されている。やはり許容されるのは、流動点降下剤、例えば、アルキルナフタレン、ポ
リメタクリラート、酢酸ビニル／フマラート／またはマレアートのコポリマー、およびス
チレン／マレアートのコポリマーである。別の材料は、耐摩耗剤、例えば１種または複数
の亜鉛ジアルキルジチオホスファートであり得る。これらの任意選択の材料は、当業者に
よく知られており、通常、市販されており、欧州特許出願公開第７６１８０５号に、より
詳細に記載されている。腐食抑制剤、染料、流動化剤、臭気マスキング剤、および消泡剤
のような知られている材料もまた含めることができる。有機ボラートエステルおよび有機
ボラート塩が含められてもよい。
【００８５】
　上の複数の成分は、完全に配合された機能性流体の状態、または少量の潤滑油中の濃縮
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、最終ブレンドにおける、より希釈された状態のそれらの濃度に正比例するであろう。濃
縮物は、量を減らしたオイルを、例えば、約１０重量％から約５０重量％のオイルを含み
得る。
【実施例】
【００８６】
　配合Ａ～Ｆが表１に開示されている。これらの配合は自動変速機流体として有用である
。表１において、全ての数値は重量部である。全てのパーセンテージは重量パーセントで
ある。配合Ｃ（これは、清浄剤を全く含まない）は、比較のために提供されている。
【００８７】
【表１－１】

【００８８】
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【００８９】
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【表１－３】

＊配合中の分散剤粘度調整剤および基油の量は、流体を、自動変速機流体として使用され
るのに適したものとするように選択されている。
【００９０】
　配合ＣおよびＤは、フォード耐シャダー耐久性（Ｆｏｒｄ　Ａｎｔｉ－Ｓｈｕｄｄｅｒ
　Ｄｕｒａｂｉｌｉｔｙ）（ＡＳＤ）試験を用いて試験される。この試験は、高速クラッ
チ連結（ｅｎｇａｇｅｍｅｎｔ）、低速エイジングおよびトルクスイープ（ｓｗｅｅｐ）
、さらには静止分離（ｓｔａｔｉｃ　ｂｒｅａｋａｗａｙ）測定を通じて、流体の摩擦特
性および耐シャダー耐久性を求める。トルクの滑り速度に関する微分係数ｖｓ．試験時間
が報告される。結果は図１に示されている。
【００９１】
　配合ＣおよびＤは、フォード３０Ｋ摩擦耐久性試験を用いて試験される。この試験は、
３０，０００回のクラッチ連結サイクルに渡る流体の摩擦特性および摩擦耐久性を求め、
試験継続時間に渡る、試験流体の動的および静的トルク測定、さらには静止分離トルク測
定を報告する。静的トルク／動的トルクの比ｖｓ．試験サイクルが報告される。結果は図
２に示されている。
【００９２】
　配合ＣおよびＤは、ＧＭ低速クラッチおよびトルク容量試験を用い、試験される。この
試験は、電子制御コンバータクラッチ、炭素繊維摩擦材料での自動変速機流体の、低回転
速度での、トルク容量、シャダー性向およびギアハンチング特性を求める。結果は、３つ
の温度での様々なクラッチクランプ圧力について、滑り速度に対する摩擦係数のグラフと
して報告される。低圧（２７３ｋＰａ）での配合ＣおよびＤについての結果が、それぞれ
、図３および４に示される。中圧（６８３ｋＰａ）での配合ＣおよびＤについての結果が
、それぞれ、図５および６に示される。高圧（１０４４ｋＰａ）での配合ＣおよびＤにつ
いての結果が、それぞれ、図７および８に示される。
【００９３】
　配合ＥおよびＦは、日本自動車工業規格協会（Ｊａｐａｎｅａｓｅ　Ａｕｔｏｍｏｔｉ
ｖｅ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）（ＪＡＳＯ）試験手順ＪＡＳＯ
　Ｍ３４９：２００１に定められるＪＡＳＯ低速摩擦装置（ＬＶＦＡ）を用い、試験され
る。この手順は、１つの摩擦プレートおよびスチール反力（ｒｅａｃｔｉｏｎ）プレート
を用いる。摩擦プレートは、Ｄｙｎａｘ　Ｄ－０５１２タイプの複合材料である。摩擦係
数は、様々な滑り速度および温度で求められる。試験サイクルは、２４時間の一連の耐久
サイクルの後、一連の速度で、一連の逐次摩擦測定（μ－ｖ特性試験）を用いる。４０℃
、０．９ｍ／ｓの滑り時点で、負の勾配またはｄμ／ｄｖを生じる時間の長さがオイルの
性能を比較するのに有用である。試験手順は、８０℃で３０分間の慣らし時間を用いる。
この後、１．０ＭＰａの接触圧力を用い、４０℃、８０℃、および１２０℃で、μ－ｖ（
摩擦係数ｖｓ．滑り速度）特性の測定が行われる。速度は、ゼロから１．５ｍ／ｓまで上
昇させられ、１．５ｍ／ｓで１秒間保持され、次いで、ゼロまで下げられる。加速および
減速の時間は３秒である。
【００９４】
　μ－ｖ特性試験の後、２４時間実施される耐久試験が続けられる。２４時間の終わりに
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サイクルの条件は、１２０℃、０．９ｍ／ｓの滑り速度、および１．０ＭＰａの接触圧力
である。耐久試験は、加圧、高温下に繰り返される３０分間隔の滑り、その後の負荷なし
で高温での１．０分の静止時間を用いて実施される。このサイクルが、２４時間繰り返さ
れ、その後、μ－ｖ特性測定が行われる。
【００９５】
　２４時間耐久サイクルおよびμ－ｖ特性は、０．９ｍ／ｓでの勾配またはｄμ／ｄｖが
負になるまで続けられ、この時点で試験は終了する。負のμ－ｖ勾配までの全時間が、流
体の耐シャダー耐久性能の尺度である。
【００９６】
　結果は、表２～５に与えられている。数値（試験時間および温度以外）は、勾配または
ｄμ／ｄｖについてのものである。合格／不合格の規準は、４０℃で数値が負になる時の
時間に関連する。より大きな時間が、より良好であり、表５におけるようなより大きな正
の数が許容される。
【００９７】
　０．９ｍ／ｓでの配合Ｅについての結果は表２に示されている。
【００９８】
【表２】

　０．３ｍ／ｓでの配合Ｅについての結果は表３に示されている。
【００９９】

【表３】

　０．９ｍ／ｓでの配合Ｆについての結果は表４に示されている。
【０１００】
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【表４】

　０．３ｍ／ｓでの配合Ｆについての結果は表５に示されている。
【０１０１】
【表５】

　開示の技術が様々な実施形態に関連させて説明されたが、それらの様々な修正が、明細
書を読むことで、当業者には明らかになり得ることが理解されるべきである。したがって
、本明細書に開示された本発明は、添付の特許請求の範囲内に含まれる、このような修正
を包含すると想定されていることが理解されるべきである。
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